
款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 1 1 社会福祉総務費 26 億 9,465 万 5 26 億 4,706 万 8 154～165  

【福祉課】 

○島原市社会福祉協議会運営費補助金  2,049 万 3千円 

  地域福祉活動を実施する社会福祉協議会に対し、事業運営等を効果的に実施してもらう 

ため、運営費の一部について補助した。 

 

○島原市福祉センター運営費補助金  105 万円 

  地域福祉の推進のため、各種団体が利用する島原市福祉センターの管理運営を行う 

社会福祉協議会に対し、運営費の一部について補助した。（平成３０年度で終了） 

 

○島原市民生委員児童委員協議会連合会運営費補助金  410 万円 

  地域福祉推進のために様々な活動を行う民生委員児童委員で組織する連合会に対し、 

その運営費の一部を補助した。 

 

○障害者職場実習促進事業助成費  11 万 9千円 

  障害者の職場を体験する機会の拡大及び就労能力向上の促進、事業所における障害者雇用

のきっかけ及び理解促進を図るため、障害者には通勤のための交通費を、事業所には受け入

れのための奨励金を助成した。    実習者 ３人（このうち一般就労３人） 

 

○重度心身障害者福祉交通機関利用助成事業費  470 万 9千円 

  タクシー・バス・鉄道運賃の一部を助成することで、障害者の社会活動の範囲を広め、   

心身障害者の福祉の向上を図った。（26年度から島鉄バス・列車も利用可） 

  ・交付額（年間）  100 円券×200 枚＝20,000 円分 

  ・交付者数  知的障害者（児）  １６８人 

         車いす常用者（児）  ７０人 

         視覚障害者（児）   ２９人 

         人工透析患者     ６４人 

         精神障害１級     １１人 

                 合計３４２人 

  ・利用枚数         ４７，０８７枚 

 

○特別障害者手当等  2,122 万 6千円 

  在宅の重度障害者（児）に手当を支給し、経済的負担の軽減を図った。 

区分 受給者数（人）  月額（円）  支給額（円） 

障害児福祉手当 ５１ １４，６５０  ８，１９７，４９０ 

特別障害者手当   ４３ ２６，９４０ １３，０２８，３００ 

 



○福祉医療費（障害者分）  9,054 万円 

心身障害者の医療費の一部を助成した。  支給件数 ２３，４１９件 

  対象者…下記の手帳所持者 

   ・身体障害者手帳 １級～３級 

   ・療育手帳（知的障害者）Ａ１、Ａ２、Ｂ１ 

   ・精神障害者保健福祉手帳 １級 

  助成内容 

① 身体障害者手帳１・２級、療育手帳Ａ１・Ａ２、精神障害者手帳１級 

    一部負担金から入院、通院とも１日８００円（１か月１，６００円を限度）を控除    

    した額を支給。処方箋による薬代は全額支給。ただし、精神障害者手帳１級は通院   

のみ。 

② 身体障害者手帳３級、療育手帳Ｂ１ 

    一部負担金から入院、通院とも１日８００円（１か月１，６００円を限度）を控除    

    した額の１／２の額を支給。処方箋による薬代は１／２支給。 

 

○障害者自立支援給付費  16 億 8,108 万 5千円 

 

（1）障害者自立支援給付費  16 億 7,956 万 5 千円 

  障害のある人の地域生活と就労を支援し、障害の種別（身体・知的・精神・難病）に     

かかわらず、障害のある人が必要とするサービスを提供した。 

 

①コミュニケーション支援事業  8 万 6千円 

聴覚障害や音声機能障害、言語機能障害のある人が、公的機関や医療機関等において    

円滑な意志疎通が図られるように、手話通訳者及び要約筆記奉仕員を派遣した。 

    派遣状況  手話通訳  利用者 ２人  延べ利用 １１回 

          要約筆記  利用者 ２人  延べ利用  ４回 

 

②視覚障害者ガイドヘルパー派遣事業  27 万 1千円 

重度の視覚障害者が公的機関や医療機関に赴くなど外出する場合に、申し出により   

ガイドヘルパーを派遣した。 

    派遣状況  利用者 ３７人   延べ利用 １１６回 

 

③社会参加促進事業  113 万 2千円 

下記のそれぞれの事業を実施し、福祉の向上に努めた。 

・声の広報や点字広報の作成  延べ利用者 ２６人     495,071 円 

・手話奉仕員養成事業     基礎課程   ２人     307,874 円 

・要約筆記奉仕員養成事業   前期課程   ６人     102,000 円 

・自動車改造助成事業     助成件数   ３件     227,540 円 



④相談支援事業  1,298 万 3千円 

   障害福祉に関する各種の問題に対し、本人や家族からの相談に応じ、必要な情報の提供  

及び助言、関係機関との連絡調整を行った。 

事業所数 登録者数（人） 延べ相談件数（件） 

２ １９８ ４，９８２ 

 

⑤地域活動支援センター事業  1,000 万円 

地域活動支援センターにおいて、障害のある人に創作的活動や生産活動の機会の提供、 

社会との交流の促進等の支援を行った。 

事業所数 実利用人員（人） 利用延べ人員（人） 

２  ２７ ４，７６８ 

 

⑥日常生活用具給付費  1,508 万 4千円 

日常生活を容易にするための日常生活用具の購入に要する費用の一部を助成し、負担 

軽減を図った。 

品    名 障害者 障害児 

体 位 変 換 器 １  

入 浴 補 助 用 具 １    ３ 

頭 部 保 護 帽         １ 

透 析 液 加 温 器        ３       

電 気 式 た ん 吸 引 器        ２       

視覚障害者用ポータブルレコーダー ２  

視覚障害者用拡大読書器 １       

盲 人 用 時 計 １  

人 工 喉 頭 ３  

ス ト マ 用 装 具 １,１６７       

紙 お む つ    １４５  １７６ 

居宅生活動作補助用具        １  

合計件数（件）  １，３２７  １８０ 

合計給付額（円） １２，８５７，３３３ ２，２２６，６７０ 

 

⑦訪問入浴サービス事業費  491 万 3千円 

   入浴が困難な重度の障害者宅を訪問し、訪問入浴車両により浴槽を提供して 

入浴サービスを行った。 

    支給決定者 ６人   延べ利用 ３９３回 

 



⑧移動支援事業費  349 万 4千円 

   屋外での移動が困難な障害者に、公的機関や医療機関に赴く際や、余暇活動等の 

社会参加のための外出支援を行った。 

    支給決定者 ５９人   延べ利用 ５４８回 

  

⑨日中一時支援事業費  225 万 6千円 

   障害児の放課後預かり、障害のある人の日中活動の場として訓練や作業を行い、 

家族の就労や一時的な休息の確保を図った。 

    支給決定者 ２０人   延べ利用 ７４８回 

 

⑩補装具給付費  986 万円 

障害により失われた部位、麻痺した機能を補うため、補装具の購入又は修理に要する 

費用の一部を助成し、負担軽減を図った。   

品  名 
身体障害者 身体障害児 

交付 修理 交付 修理 

義 手 ２    

義 足 ２ ４ １  

装 具 １４ ７ ６  

盲人安全 杖 １    

眼 鏡 １    

補 聴 器 １９ ５ １ ３ 

車 い す ３ ５ ２  

電動車い す ３ １ １ ４ 

座位保持装置 ２ ３ ４  

座位保持いす   １  

歩行補助つえ １    

立位保持装置    ３ 

重度障害者用意思伝達装置   １  

合計件数（件） ４８ ２５ １７ １０ 

合計給付額（円） 6,141,934 913,933 2,620,615 183,595 

 

 

 

 

 

 

 



⑪自立支援介護給付費  7 億 2,490 万 1千円 

障害支援区分が一定以上の人に生活上、療養上の介護を行った。 

事  業  名 支給決定者数（人） 支給額（円） 

居宅介護等給付費 ７６ ３９，６８３，９３１ 

重度訪問介護給付費 ３ ７８８，９００ 

行動援護給付費 ５ ２，１００，４７０ 

同行援護給付費 １ ８９，０４０ 

療養介護給付費 ２１ ６５，４２０，５５０ 

生活介護給付費 １９４ ４３３，１１７，８３３ 

短期入所給付費 ６８ ２８，１４５，７２６ 

施設入所支援給付費 ８３ １１０，４１３，６８３ 

計画相談支援給付費 ５１９ １７，３１１，０１４ 

特定障害者特別給付費等 ２４７ ２７，７５３，４４７ 

高額障害福祉サービス費 ６ ７６，２５８ 

合   計 １，２２３ ７２４，９００，８５２ 

 

⑫自立支援訓練等給付費  6 億 1,101 万 7千円 

身体的、社会的な訓練や就労に向けた支援を行った。 

事業名 支給決定者数（人） 支給額（円） 

就労移行支援給付費       １０ １４，８０３，２２４ 

就労継続支援給付費（Ａ型）       ７４ １１８，５８９，６８３ 

就労継続支援給付費（Ｂ型）      １８０ ２３７，７４９，４２９ 

自立訓練給付費        １ １１８，６１０ 

グループホーム給付費      １７２ ２３８，９６４，２９７ 

自立生活援助給付費       ５ ７９１，６８０ 

合  計 ４４２ ６１１，０１６，９２３ 

 

⑬障害児通所給付費  1 億 4,973 万 6千円 

１８歳未満の児童に対し、日常生活における基本的な動作指導、集団生活への適応訓練 

を行った。 

事業名 支給決定者数（人） 支給額（円） 

児童発達支援（未就学児）       ２９ １１，３３７，５５０ 

放課後等デイサービス（就学児）       ８７ １３３，８４６，０３４ 

保育所等訪問支援給付費       ２   ４１，３６０ 

障害児相談支援給付費 １１３ ４，３８１，８８０ 

高額障害児通所給付費       ６ １２８，８６８ 

合  計 ２３７ １４９，７３５，６９２ 



⑭自立支援医療費  1 億 596 万 4千円 

身体障害者（児）の身体の障害を除去し、または軽減するために行う医療について、 

その費用のうち一部負担額を除いた額の給付を行った。 

ア）更生医療（18歳以上の人）   86,149,995 円 

      延べ件数  一般（肢体等）     83 件 

            心臓         32 件     合計 3,648 件 

            人工透析      3,533 件 

イ）育成医療（18歳未満の人）    1,466,546 円 

      延べ件数  一般（肢体等）    83 件   合計  87 件 

            心臓           4 件 

   ウ）療養介護医療          18,347,185 円      257 件 

 

 ⑮県補助事業  7 万円 

   ・軽度･中等度難聴児補聴器購入助成事業     2 件  70,000 円 

 

 ⑯その他  2,779 万 9千円 

   ・過年度国県支出金返還金   2,285 万円 

・国保連合会等審査手数料     251 万 3千円 

・成年後見制度利用支援     44 万円 

・事務経費等          199 万 6千円 

 

（2）障害支援区分認定等事務費  152 万円 

  障害者総合支援法に基づき、障害支援区分の認定調査及び審査会を実施した。 

  障害支援区分認定審査会 

委員（人） 開催回数（回） 処理件数（件） 

５ １１ ９３ 

 

○生活困窮者自立支援事業  658 万 3千円 

「生活困窮者自立支援法」に基づき、福祉課内に相談窓口を開設し、生活保護に至る 

前の段階での自立支援の強化を図った。 

 ・自立相談支援業務 

生活困窮者からの相談を受け、その人の抱えている課題解決に向けた自立支援計画 

（プラン）を作成し、関係機関（ハローワーク等）と連携した就労支援等を通じ、生活 

困窮状態から脱却できるよう努めた。 

 

新規相談受付件数 プラン作成件数 就労支援者数 

１８４件 １００件 ２８人 

 



【保険健康課】 

○国民健康保険繰出金（国保特別会計への繰出金）  6 億 282 万 5千円 

 

 ・保険基盤安定にかかる繰出金 3億 5,259 万 1 千円 

   （内訳）保険税軽減分 2億 2,529 万 8千円 

        低所得者に対する保険税軽減相当額を公費で補填するもの 

        財源負担は県が３／４、市が１／４ 

       保険者支援分 1億 2,729 万 3千円 

        低所得者を多く抱える市町村を支援するもの 

        財源負担は国が１／２、県が１／４、市が１／４ 

 

 ・国保事務費にかかる繰出金 4,059 万 3千円 

   国保事業の事務費に対する繰出し 

 

 ・出産育児一時金にかかる繰出金 1,511 万 4千円 

   出産育児一時金費用の２／３相当分の繰出し 

 

 ・財政安定化支援にかかる繰出金 9,452 万 7千円 

   低所得者が多い、病床数が多い、高齢者が多いといった保険者の責に帰すことができ 

   ない特別な事由に対する繰出し 

   （内訳）保険料負担能力分  6,900 万 2千円 

       病床数過剰分    1,600 万円 

       年齢構成差分      952 万 5千円 

 

 ※上記の繰出しに要する市負担の経費については地方交付税措置あり 

 

〔その他の繰出金〕 
 

  ・財政調整基金への積立にかかる繰出金 1億円 

   国保の財政調整基金（保険給付に要する費用その他財源に不足を生じたときの財源と 

   して設置）への積立により、国保財政の安定維持を図るもの 

 

 

 

 

 

 

 

 



款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 1 2 老人福祉費 1億 9,761 万 2 1 億 7,486 万 3 164～169 

【福祉課】 

○老人福祉施設保護措置費  1 億 1,073 万 5千円 

 在宅において一人で生活することが困難な６５歳以上の高齢者を養護老人ホームに入所させ

ることにより、高齢者の心身の安全を図った。 

  措置人員   ありあけ荘 ３４人   市外施設 １９人 

 

○在宅福祉対策  67 万 4千円 

在宅高齢者が要介護状態となるのを防ぐための支援や、自立した生活のための支援を行う 

各種介護予防及び生活支援の事業を行った。 

事 業 名 登録者（人） 延利用者数（人） 委託料 

生きがい活動支援通所事業 5 175 67 万 4千円 

 

 

○高齢者等住環境改善支援事業費  7 万 8千円 

身体機能が低下した在宅高齢者等の日常生活を容易にするとともに、介護予防意欲の助長と

生活環境の整備を図るため、住宅改造に要する経費の一部を助成した。 

助成件数  ３件 

 

○ねたきり老人等介護見舞金  965 万円 

ねたきり老人または認知症老人を在宅において６か月以上介護している家族に対し、   

ねたきり老人等１人につき年額５万円の見舞金を支給した。  支給者数 １９３人 

 

○高齢者福祉交通機関利用助成事業費  2,131万 8千円 

 高齢者の社会活動の範囲を広め、自立を支援し高齢者の福祉の向上に寄与するとともに、  

地域交通の振興を図るため、７５歳以上の高齢者（所得税本人非課税で車の運転をしない人）  

もしくは、６５歳以上で運転免許証を自主返納した人（所得税要件なし）に利用券（１００円

券で上限７０枚）を交付した。 

 

   交付枚数 ２６７，８２０枚     利用枚数 ２１３，１７８枚 

 

 

○テレフォンサービス事業  56 万 4千円 

 希望者宅へ定期的に電話をかけて安否を確認し、簡単な日常生活の相談等に応じ、高齢者の

安全確保と不安解消を図った。 

  ３０年度末現在利用者  ４４人 

 



 

○緊急通報システム事業  312 万 3千円 

 緊急通報装置を設置して２４時間体制で待機し、月２回の確認コールを行うなど、 

ひとり暮らし高齢者等の安全確保と不安解消に努めた。 

  ３０年度末現在登録台数  １７０台 

 

○高齢者日常生活用具給付事業費  32 万円 

６５歳以上で心身機能の低下に伴い、防火等の配慮が必要なひとり暮らし高齢者に 

日常生活用具を支給した。 

  火災警報器 ７７台 

 

○敬老無料入浴サービス事業  319 万 2千円 

 長年社会に貢献してこられた高齢者を敬愛し長寿を祝福するため、７０歳以上の高齢者に 

対し、入浴優待券を１人５枚配布した。 

  対象者 １１，４１０人  延利用者 １１，６９６人 

 

○敬老事業実施補助金  912 万 4千円 

 高齢者に対し敬老の意を表し、その長寿を祝福するため、敬老祝賀会等の敬老事業を実施  

する町内会・自治会等に対し、７０歳以上の高齢者１人当たり８００円を補助した。 

    対象者数 １１，４０５人 

 

○老人クラブ活動等助成事業  710 万 8千円 

 地域における住民の老後の生活を健全で豊かなものにするため、自主的に結成される老人 

クラブの活動における運営費等の一部を助成した。 

   クラブ数 ７１    会員数 ２，９６０人 

 市老人クラブ連合会へ交付 

  ・すこやか対策推進補助金（市単独）   １，３０５，０００円 

  ・活動促進費補助金（国県市１／３ずつ）   ９８９，１２０円     

  ・活動助成費補助金（市単独）        ５５３，８００円 

 単位老人クラブへ交付 

  ・社会参加活動費補助金（市単独）    １，１５０，２００円 

・活動助成費補助金（国県市１／３ずつ） ３，１０９，８００円 

 

 

 

 

 

 



○敬老祝品・長寿祝金  215 万円 

 高齢者に対し敬老の意を表し、その長寿を祝福するため敬老祝品及び長寿祝金を支給した。 

 ※平成３０年度より敬老祝品については７７歳対象者は廃止。８８歳のみ対象。 

   ３０年度給付実績 

対象者 金 額（円） 対象者数（人） 

８８歳 
5,000 円相当（送料含）の 

島原市特産品 1つ 
334 

１００歳 20,000 円      24 

 

 

○ねたきり高齢者等おむつ費助成事業費  212万 5千円 

 ねたきり高齢者及びねたきり身体障害者の属する世帯に対し、おむつ代の一部を助成した。   

利用人数 132 人     延べ利用人数 1,058 人 

 

款 項 目 目 名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 1 3 国民年金費 1,507 万 6 1,472 万 0 168～171 

【市民窓口サービス課】 

○国民年金事務  1,472 万円 

国民年金第１号被保険者に係る資格取得及び喪失、異動、年金請求等の受付事務を実施した。 

日本年金機構への協力・連携として２０歳到達者の情報提供や口座振替の推進、広報紙等で

の情報提供など被保険者の年金受給権の確保に努めた。 

 

‣ 国民年金被保険者の異動状況              （各年度末現在／単位：人） 

被保険者数 平成２９年度 平成３０年度 比 較 

第 １ 号 ６， １１３ ５，７８１ △３３２ 

任意第１号 ４７ ５７ １０ 

第 ３ 号 １， ９９０ １，９２１ △６９ 

計 ８，１５０ ７，７５９ △３９１ 

△   

‣ ねんきんネットによる情報提供                    （単位：人） 

 平成２９年度 平成３０年度 比 較 

利用者数 ２４ ０ △２４ 

 

‣ 年金出張相談（諫早年金事務所主催）                 （単位：人） 

 平成２９年度 平成３０年度 比 較 

利用者数 ２２１ １８９ △３２ 



 

‣ 年金請求の受付状況      （単位：件） 

種  別 件 数 

老齢基礎年金 ４５ 

障害基礎年金 ２４ 

遺族基礎年金 ０ 

未 支 給 年 金 ３６４ 

死 亡 一 時 金 １５ 

寡 婦 年 金 ２ 

計 ４５０ 
 

 

 

款 項 目 目名 予算額（千円）  決算額（千円） 決算書の頁 

3 1 4 援護費 156 万 4 145 万 8 170～171 

【福祉課】 

  戦没者を追悼し恒久平和を祈念するため長崎県戦没者追悼式などの式典へ参列したほか、

援護関係団体の運営費の一部について補助を行った。また、戦没者遺族や原爆被爆者が行う

各種申請の受付、進達を行った。 

 

 ○運営費補助 

助成団体 会員数（H30.4.1現在） 補助金額（千円） 

島原市遺族会・有明町遺族会   ９１９    ４８０ 

長崎県原爆被爆者島原半島連合会有明支部      ２７     ２８ 

  ○申請等受付件数 

手続名 受付件数（件） 手続名 受付件数（件） 

被爆者手帳再交付申請  １ 居住地変更届 １０ 

一部負担金相当額申請書  ３ 死亡届 ２２ 

健康管理手当認定申請  ６ 
原爆被爆者二世無料健康

診断受診申込 
７ 

葬祭料支給申請 ２２ 手当証書紛失届 １４ 

一般疾病医療費支給申請  １ 医療特別手当健康状況届  ３ 

被爆体験者精神医療費 

支給申請 
 ０ 

訪問介護利用被爆者助成 

受給資格認定申請 
 ５ 

 

 



款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 1 5 
福祉のまちづくり

推進事業費 78 万 7 74 万 6 170～173 

【福祉課】 

○福祉のまちづくり推進事業経費  74 万 6千円 

高齢者や心身障害者の保健福祉の増進を図るため、地域における在宅福祉の向上、健康 

づくり、ボランティア活動等の事業に対し助成を行った。 

○がまだすマラソン大会補助金      １８万円 

○ひまわりキャンプ補助金        ３５万円 

○子どもボランティア教室開催費補助金  ２０万円 

 

 

款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 1 6 介護保険費  8億 7,242万 2 8 億 5,501 万 9 172～173 

【保険健康課】 

○島原地域広域市町村圏組合介護保険運営費負担金  8 億 3,818 万 7千円 

   ６５歳以上で介護や支援が必要な方、及び４０歳以上の特定疾病が原因で介護や支援

の必要な方に対する保険給付や介護予防事業等の地域支援を行う介護保険は、島原市、

雲仙市、南島原市の３市で構成する島原地域広域市町村圏組合が保険者となり運営して

いる。本市では、各種申請書等の受付及び相談などの業務を取り扱っている。 

 

    ・介護給付費負担金           648,670,858 円 

    ・地域支援事業費負担金 

      介護予防・生活支援サービス事業費   18,271,093 円 

      包括的支援事業費・任意事業費     17,518,538 円 

    ・事務費負担金             150,902,803 円 

    ・社会福祉費負担金              12,000 円 

    ・低所得者保険料軽減負担金        2,812,000 円 

  



  

 



○地域介護・福祉空間事業費補助金  1,651 万 7千円 

 ・認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業 

認知症高齢者グループホーム等における安全性確保等の観点から、老朽化に伴う防災

改修等の施設整備を行った介護サービス事業者に対し、予算の範囲内で補助金を交付し

た。 

   

 

款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 1 7 後期高齢者医療費 8億 799 万 1 8 億 383 万 7 172～173 

【保険健康課】 

○療養給付費負担金  5 億 7,251 万 2千円 

後期高齢者医療被保険者のうち１割負担者分の療養の給付に要する費用等の１／１２と

なる市負担割合分について負担を行った。 

  給付費・支給費それぞれ総件数・総費用額 

・医療費給付費 

   給付件数     260,174 件     （270,799 件） 

   給 付 額  7,180,566,889 円  （7,410,955,710 円） 

    ・医療費支給費 

       支給件数      13,421 件      （13,996 件） 

       支 給 額    95,298,088 円   （103,878,588 円） 

※( )は３割負担者を含めた総件数・総費用額 

   前年度と比較し、医療費給付費は、件数では０．８０％減少しているが、給付額では 

１．６９％増加、また、医療費支給費は、件数４．８８％、支給額１０．７７％と、 

ともに増加している。 

 

○後期高齢者医療特別会計繰出金  2 億 52 万 1 千円 

所得の少ない人について行う保険料の減額賦課による保険基盤安定負担金、広域連合への

事務費負担金及び市で行う事務に係る事務費について、後期高齢者医療特別会計へ繰出し 

負担する。なお、保険基盤安定負担金については、費用額の３／４を県が負担している。 

       ・保険基盤安定負担金     167,962,659 円 



・広域連合事務費負担金     24,597,892 円 

    ・事務費等           7,960,261 円 

   保険基盤安定負担金の対象として、低所得者対策５，８０７人、被扶養者３４７人が  

保険料の軽減措置を受けた。 

 

○後期高齢者健康診査  3,080 万 4千円 

  後期高齢者医療被保険者に対し、生活習慣病の早期発見により、適切な医療につなげて  

重症化を予防するとともに、医療費の増大を未然に防ぐことを目的として健康診査を行った。 

○○・対象者数         8,157 人（H30.4.1 現在の被保険者数） 

○○・受診者数  集団健診    409 人 

   個別健診   2,432 人 

         合計    2,841 人 

 

款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 1 8 有明福祉センター管理費 3,336 万 3 3,274 万 8 172～175 

【有明支所】 

 

○有明福祉センター指定管理料  2,655 万 3千円  

  市民が健康で安心して暮らせるまちづくりのため、福祉及び健康増進の拠点としての有明

福祉センターの維持管理、トレーニングルーム及びリフレッシュ浴場（有明温泉美人の湯）

について、指定管理者に委託して管理運営を行った。 

 

 指定管理者 社会福祉法人 島原市社会福祉協議会 

 指定期間 平成２７年４月１日～平成３２年３月３１日 

 

（数値結果） ３０年度の開設日数  ３１０日（火曜日休館） 

・利用者数 

リフレッシュ浴場利用者数 

      （人） 

６６，４８３ トレーニングルーム利用者数 

     （人） 

１２，３４７ 

 

内 

 

訳 

一般（３１０円） ２７，６２８   

内 

 

訳 

一般（２３０円） ９，８９４ 

70 歳以上（２１０円） ３３，７４４ 70 歳以上（１５０円）  １，４８０ 

障害者（２１０円） １，８８０ 障害者（１５０円） ２８２ 

こども（１５０円） １，４１２ 市外（４６０円） ６９１ 

市外大人（５２０円） １，６５７   

市外こども（２６０円） １６２ 

 

 



※70歳以上には無料優待券利用者 4,333 人含む。 

 

・使用料収入   １，７００万６千円 

・敬老事業の無料入浴：９月１７日～１０月１９日 

  ７０歳以上を対象に無料開放を実施し、延べ４，３３３人の利用があった。 

 

【リフレッシュ浴場】            【トレーニングルーム】 

    

 

 

 

 

 

 

 

○有明温泉温泉用水中ポンプ購入  221 万 4千円 

  温泉用水中ポンプは入れ替えのため引上げ、専門事業者（静岡）に送り、オーバー 

 ホールして予備のポンプとして、不測の事態に備え次回の入れ替えまで保管している。 

  しかし、平成２９年度の入れ替えでは、引き上げたポンプの破損が激しくオーバー 

 ホールが不可能であったため、予備のポンプがない状態となったので、新規でポンプを 

 購入し、不測の事態に備えるものである。 

   

 （事業の成果・効果） 

  温泉用水中ポンプの予備を購入し、現在稼働中のポンプの故障等不測の事態に備える 

 ことで、施設の安定した運営が可能になる。 

                       

                      

 

 



款  項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 2 1 児童福祉総務費 6億 728 万 8 4 億 1,943 万 9 174～185 

【こども課】 

 

○福祉医療費支給事業  1 億 553 万 3千円 

 乳幼児、小・中学生、ひとり親家庭の父・母及び子、寡婦等に対し、医療費の一部を支給し

て福祉の増進を図った。（小・中学生は平成 27年 4月から支給対象。市単独事業） 

 （うち医療費：103,188,247 円、事務費：2,344,986 円） 

【支給件数・支給額】 

区 分 件数（件） 支給額（円） 

乳幼児 36,524 57,709,473 

小・中学生 15,259 28,010,993 

母子 
母 3,953 10,759,881 

子 3,011 5,467,850 

父子 
父 205 588,540 

子 224 651,510 

寡婦 0 0 

合 計 59,176 103,188,247 

 

○障害児保育事業  184 万 3千円 

 中程度の心身障害を有する児童を受け入れている２保育所及び１認定こども園に対して助成

を行った。 

実施施設 対象児童数（人） 

1 こひつじ保育園 1 

2 わかくさ園保育所 1 

3 清華こども園 1 

合計 3 

 

○発達促進保育事業  264 万 6千円 

 軽・中程度の心身障害や発達遅滞を有する満３歳以上の児童を受け入れている４保育所に対

して助成を行った。 

実施施設 対象児童数（人） 

1 たけしま保育園 3 

2 みどり保育園 2 

3 春陽保育園 1 

4 中木場保育園 1 

合計 7 

 



○一時預かり事業  1,977 万円 

 就労形態の多様化等に伴う一時的な保育や、保護者の疾病等による緊急時の保育などの一時 

保育を行った１１保育所及び３認定こども園に対して助成を行った。 

実施施設 延べ利用者数（人） 

1 心香保育園 130 

2 桜花保育園 29 

3 おさなご園 56 

4 山寺保育園 2 

5 たけしま保育園 21 

6 みどり保育園 93 

7 春陽保育園 85 

8 こひつじ保育園 460 

9 わかくさ園保育所 52 

10 安徳保育園 41 

11 白山保育園 229 

12 認定こども園 ひかわ第一幼稚園 1,551 

13 清華こども園 107 

14 認定こども園くにみ幼稚園 437 

合計 3,293 

 

○延長保育事業  1,103 万 7千円 

 就労形態の多様化等に伴う保育時間延長の需要に対応するため、保育認定を受けた児童に対

し、通常の利用時間（８時間又は１１時間）を超えて保育を行った１９保育所及び１認定こど

も園に対して助成を行った。 

実施施設 延べ利用者数（人） 

1 向陵保育園 332 

2 みやま保育園 103 

3 東向保育園 498 

4 恵祥保育園 531 

5 心香保育園 1,138 

6 桜花保育園 546 

7 おさなご園 207 

8 山寺保育園 357 

9 たけしま保育園 329 

10 みどり保育園 1,492 

11 愛児保育園 217 

12 春陽保育園 1,415 



13 寺町保育園 342 

14 こひつじ保育園 510 

15 浦田保育園 266 

16 わかくさ園保育所 2,679 

17 中木場保育園 709 

18 安徳保育園 585 

19 白山保育園 229 

20 清華こども園 225 

合計 12,710 

 

○地域子育て支援拠点事業  3,510 万 6千円 

 子育て親子の交流等を促進する子育て支援拠点を運営している５保育所及び１認定こども園 

に対して助成を行った。乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てにつ 

いての相談、情報の提供、助言その他の援助を行うもの。 

実施施設 延べ利用者数（人） 

1 たからっこ（心香保育園） 1,499 

2 Baby ぱんたか（清華こども園） 2,670 

3 ころころクラブ（おさなご園） 3,833 

4 みどり子育て支援センター 

（みどり保育園） 
1,766 

5 しゅんよう子育て支援センター 

（春陽保育園） 
1,363 

6 くるみの家（わかくさ園保育所） 3,021 

合計 14,152 

 

○病後児保育事業  420 万 2千円 

 児童が病気の回復期にあり、集団保育が困難な期間について一時的に保育を行った１保育所

及び１認定こども園に対して助成を行った。 

実施施設 延べ利用児童数（人） 

1 おさなご園 14 

2 清華こども園 4 

合計 18 

 

 

 

 

 

 



○放課後児童健全育成事業  6,329 万 3千円 

 保護者が仕事等により昼間家庭にいない小学校の児童を放課後及び長期休暇時に学童クラブ

で預かり、適切な遊び及び生活の場を与え、その健全育成を図った。 

市内１２か所の学童クラブへの運営費補助金。 

実施施設 
延べ利用 

児童数（人） 
実施施設 

延べ利用 

児童数（人） 

1 
学童ひかわおひさまクラブ 

（ひかわ第一幼稚園） 
5,318 7 

恵祥保育園学童クラブ 

ﾁｭｰﾘｯﾌﾟ（恵祥保育園） 
5,149 

2 
島原幼稚園学童クラブ 

（島原幼稚園） 
3,124 8 

煌めきクラブ 

（みどり保育園） 
6,792 

3 
安中学童クラブ 

（中木場保育園） 
7,522 9 

学童ちえなみクラブ 

（たけしま保育園） 
5,411 

4 
おさなご園すくすくクラブ 

（おさなご園） 
4,844 10 

わかくさ園学童くるみク

ラブ（わかくさ園保育所） 
7,631 

5 
Seika 学童クラブ Kids 

ぱんたか（清華こども園） 
6,939 11 

しゅんよう学童クラブ 

（春陽保育園） 
6,352 

6 
こひつじなかよしクラブ 

（こひつじ保育園） 
2,997 12 

白山学童あおぞらクラブ 

（白山保育園） 
4,513 

  合計 66,592 

 

○放課後児童健全育成事業所整備補助金 1,707 万円 6千円 

 放課後児童健全育成事業所として、放課後児童の安全な居場所の確保と充実を図るため、中

木場保育園にある安中学童クラブの新築に対し助成を行った。 

 総事業費    ２４，７４２千円 

 補助対象額   ２２，７６９千円 

 国（1/2）    １１，３８４千円 

 県（1/8）     ２，８４６千円 

 市（1/8）     ２，８４６千円 

  事業主負担    ７，６６６千円 

   安中学童クラブ 定員 40人⇒43人 

 

○青少年対策事業  346 万 2千円 

 家庭における児童の各種問題について、家庭相談員による相談、指導を行い、要保護児童や

保護者への支援を行った。 

・相談人数 ９６人  相談延回数  １，７１７回 

 

 

 



○子育て支援室運営経費  409 万 7千円 

 ＮＰ講座などの親育ちプログラム事業やブックスタート事業等を実施するなど、各種事業を

行ない、妊娠期から就学前の児童を抱える母親の子育て支援を行った。 

・ＮＰ（ノーバディーズパーフェクト）講座（２コース：２６人） 

・はじめのはじめのいっぽ講座（ＩＰＰＯ）（４コース：４４組） 

・ブックスタート事業（１２回：３０９組） 

 

○未熟児養育医療給付事業  214 万 4千円 

 養育のため入院治療が必要な未熟児に対して、その治療に要する医療費を給付することによ

り、乳児の健やかな育成を図った。 

・給付実人員 7人   給付延件数 20件 

（うち医療費 2,099,307 円、事務費 8,336 円、過年度国県支出金返還金 36,359 円） 

 

○すこやか赤ちゃん支援事業  1,227 万 8千円 

 子育て家庭の経済的負担を軽減し、安心して子どもを産み育てることのできる環境づくりを

目的に、満２歳未満の第２子以降を養育している人に対し、赤ちゃん用育児用品の購入費用の

一部助成を行った。 

  ・すこやか赤ちゃん券使用額（※取扱店からの代金請求額）  １，１７８万７千円 

・事務費（ 消耗品費、印刷製本費、通信運搬費）                 ４９万１千円 

    

＜支給状況＞ 

支給件数 ４１７件   支給済額  １，２０５万１千円 

   ＜支給額＞  

第２子・・・・・月額２，０００円（年間２４，０００円の購入券） 

    第３子以降・・・１人につき月額３，０００円（年間３６，０００円の購入券） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 2 2 児童措置費 34 億 8,833 万 8 33 億 7,240 万 4 184～185 

【こども課】 

 

○子どものための教育・保育給付費  23 億 8,688 万 4千円 

（旧 民間保育所運営費） 

 平成２７年４月１日施行の子ども・子育て支援新制度により、従来の保育所運営費から、保

育所、認定こども園、幼稚園を通じた共通の給付とされる「施設型給付費」が創設され、就学

前児童が教育・保育施設から受けた教育・保育の提供に要した費用について財政支援を行った。 

 

○私立保育所・認定こども園入所状況（広域入所を除く） 【平成 31年 3月 1日現在】（単位：人） 

施設名 
利用

定員 

入所 

人員 
施設名 

利用

定員 

入所 

人員 

向陵保育園 80 77 浦田保育園 50 38 

みやま保育園 40 36 わかくさ園保育所 110 96 

東向保育園 50 41 美祢保育園 30 18 

恵祥保育園 60 57 中木場保育園 70 79 

心香保育園 100 104 安徳保育園 90 103 

誓願幼児園 60 62 白山保育園 40 48 

桜花保育園 40 41 市外保育所（委託）  64 

おさなご園 100 97 小 計 1,460 1,539 

山寺保育園 60 67 認定こども園 ありあけ幼稚園 69 81 

たけしま保育園 110 109 幼保連携型認定こども園 勝光幼稚園 40 47 

みどり保育園 90 101 認定こども園 島原幼稚園 150 142 

愛児保育園 60 70 認定こども園 ひかわ第一幼稚園 175 153 

春陽保育園 120 122 清華こども園 80 86 

寺町保育園 40 44 市外認定こども園（委託）  28 

こひつじ保育園 60 65 小 計 514 537 

合 計       1,974 2,076 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【参考】歳入の減（保育所）、歳出の増（認定こども園） 

○市保育料軽減事業（国基準からの軽減）  1 億 4,316 万円 

国の保育料徴収基準額から保育料を引き下げ、子育て世帯の経済的負担の軽減を図ると

ともに、児童の福祉の向上に努めた。 

 

 



【参考】歳入の減（保育所）、歳出の増（認定こども園） 

○すこやか子育て支援事業による軽減  1 億 2,977 万 2千円 

多子世帯の保育所及び認定こども園入所児童の保育料を軽減することにより、児童の 

福祉の向上に努めた。 

・平成３０年度保育料軽減児童数   ４～８月分 ６３８人 

                   ９～３月分 ６７１人 

 

○児童手当給付費  6 億 9,129 万 5千円 

 中学校修了前の児童を養育している人に対し、手当を支給することにより家庭における生活

の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健全な育成を図った。 

 【支給金額】 

支給対象年齢区分 支給手当月額（１人当たり） 

３歳未満  一律 15,000 円 

３歳以上小学校修了前 
第１子、第２子  10,000 円 

第３子以降  15,000 円 

中学校修了前  一律 10,000 円 

所得制限以上（特例給付）  一律 5,000 円 

【平成 30年度実績】 

延べ支給児童数：60,977 人（うち、特例給付：1,929 人） 

 

〇児童扶養手当給付費  2 億 3,813 万 6千円 

 児童を養育するひとり親家庭の生活の安定と自立促進に寄与するため、手当を支給し、児童

の福祉の増進を図った。 

 【支給金額】            

 全部支給 一部支給 第 2子加算 第 3子以降 

平成29年4月から 42,290 円 42,280 円～ 9,980 円 
別表のとおり    

平成30年4月から 42,500 円 42,490 円～10,030 円 

 

 

別表 
2人目加算 3人目以降加算 

全部支給 一部支給 全部支給 一部支給 

平成29年4月から 9,990 円 9,980 円～5,000 円 5,990 円 5,980 円～3,000 円/人 

平成30年4月から 10,040 円 10,030 円～5,020 円 6,020 円 6,010 円～3,010 円/人 

【平成 30年度実績】 

   延べ受給者数：5,936 人（うち、全部支給者：2,838 人） 

 

 

 



款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 2 3 母子福祉費  840 万 5 628 万 5 184～187 

【こども課】 

 

○母子家庭等自立支援給付金事業  270 万 5千円 

 【目 的】 母子・父子家庭の経済的自立促進のため、主体的な能力開発の取り組み、及び

就職の際に有利な資格の取得を目指す母子家庭の母及び父子家庭の父に対し給付

金を支給し、より効果的な就労支援を行った。 

 

【内 容】  

・自立支援教育訓練給付金事業 

  市が指定する教育訓練講座（１年未満）の受講費用を助成。 

 

  支給額：受講費用の６割（20万円～12,001円） 

      ※ハローワーク「一般教育訓練給付費」利用者は、上記６割との差額。 

 

・高等職業訓練促進費等事業 

就職に有利な資格（看護師、保育士、介護福祉士等）を取得するため養成機関で１年

以上修業する場合に、生活費負担軽減のため、訓練促進給付金及び修了支援給付金を

支給。 

 

支給額：ア 訓練促進費     

住民税非課税世帯      月額１００，０００円  

住民税課税世帯        月額７０，５００円 

 

イ 修了支援給付金  

住民税非課税世帯    ５０，０００円  

住民税課税世帯     ２５，０００円 

 

平成３０年度実績 

支給金額 ２，７０５，０２０円 

  支給人数 ５人   

 

 

 

 

 

 



款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 2 4 児童福祉施設費 3,071 万 8  2,842 万 8  186～191 

【こども課】 

 

○児童福祉施設経費  2,842 万 8千円 

（内訳） 

・三会保育園運営費（1,466 万 6千円） 

・母子生活支援施設運営費（871 万 3千円） 

・児童館運営費（504 万 9千円） 

 

三会保育園は保育内容の充実を、母子生活支援施設「わかば」は入所者の自立促進のための

生活指導や支援を、児童館は児童の健全育成を図るため行事内容の充実に努めた。  

また、要保護児童家庭の生活安定と児童等の健全育成に努め、福祉の増進に寄与した。 

（平成 30年 4月 1日現在） 

・三会保育園 園児数 ・・・１２人 

・島原市母子生活支援施設わかば 入所世帯数 ・・・３世帯 

 

 

款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 3 １ 生活保護総務費 1億 5,504 万 7 1 億 5,164 万 1 190～193 

【福祉課】 

○生活保護事務費  1 億 429 万 2 千円 

電算管理システム等を活用することで、ケースワークや保護の各種認定、扶助費の支給など

生活保護制度の適正な運用を図った。 

また、医療扶助費の適正な執行を図るため、嘱託医２名を委嘱し、医療要否意見書の内容審

査などを、非常勤職員（レセプト点検員）１人を雇用し、診療報酬明細書の点検を行った。 

さらに、非常勤職員（就労支援員）１人を雇用し、生活保護受給者の就労による自立を促進

するための支援を、非常勤職員（保健師）１名を雇用し保健指導など健康管理支援を行った。 

 

○レセプト点検 点検数  １２，３５１枚 

        過誤調整     １５枚  ９９５，７９８円 

○就労支援   支援者数 ４７人   就労者数 ２７人（うち保護世帯廃止７世帯） 

○健康管理支援 保健指導 １０２件（４８人） 

 

 

 

 

 



款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 3 2 扶助費 9億 7,820 万 1 8 億 516 万 0 192～193 

【福祉課】 

○扶助費  8 億 516 万円 

生活保護法に基づき、生活に困窮する人に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、 

最低限度の生活を保障するとともに、自立を助長した。 

  

  被保護世帯等の状況 

年度 世帯（月平均） 人員（月平均） 

３０年度 ４０１世帯 ４９６人 

２９年度 ４１２世帯 ５３４人 

２８年度 ４３２世帯 ５６５人 

 

相談・申請・開始・廃止数 

年度 相談 申請 開始 廃止 

３０年度 １１９件 ４７件 ３７件 ５５件 

２９年度 １５２件 ５６件 ４７件 ５９件 

２８年度 １９１件 ６１件 ４２件 ７３件 

 

扶助費 

区分  扶助費（円） 年間総人員（人） １人当たり（円） 

生活扶助 203,350,513  4,907 41,441 

住宅扶助 74,814,120 4,257 17,574 

教育扶助 1,981,842 210 9,437 

医療扶助 495,829,458 5,099 97,241 

出産扶助 0 0 0 

生業扶助 836,517 78 10,725 

葬祭扶助 718,109 2 359,055 

介護扶助 24,734,677 1,045 23,670 

施設事務費 2,215,220 12 184,602 

就労自立給付金 79,578 1 79,578 

進学準備給付金 600,000 2 300,000 

計 805,160,034 － － 

 

 

 

 

 



※決算額の推移                       （単位：千円） 

扶助の種類 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

生活扶助 249,754 248,732 230,823 214,439 203,350 

住宅扶助 87,715 92,077 87,590 80,745 74,814 

教育扶助 4,345 3,400 3,148 3,205 1,982 

医療扶助 505,203 607,276 585,719 503,984 495,829 

出産扶助 0 0 0 0 0 

生業扶助 3,250 3,369 2,801 2,123 837 

葬祭扶助 978 1,605 1,262 1,245 718 

介護扶助 32,669 35,994 31,141 30,392 24,735 

施設事務費 3,201 2,115 2,301 2,929 2,215 

就労自立給付金 125 397 102 360 80 

進学準備給付金 ― ― ― ― 600 

合計 887,240 994,965 944,887 839,422 805,160 

・就労自立給付金は、平成２６年度から扶助の対象となった 

・進学準備給付金は、平成３０年度から扶助の対象となった 

 

 

 

 

款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

3 4 1 被災対策総務費 112 万 3  107 万 2  194～195 

【福祉課】 

 

○被災対策総務費  28 万 9千円 

 ・り災者見舞金  28 万 9千円 

   ７月２４日、８月３１日、１月１６日、１月２７日に発生した火災被害世帯に対し、 

見舞金を支給した。 

    ・火災被害世帯 ７世帯（全焼） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

4 1 1 保健衛生総務費 9,352 万 4 9,252 万 9 194～197 

【環境課】 

○水道事業負担金  5,642 万 6千円 

地方公営企業繰出金の繰出しの基準に基づき水道課職員の児童手当及び中木場、油堀・長貫、

有明町簡易水道建設改良事業の起債に係る元利償還金に対し一定額を支出し適正な水道事業

の運営に寄与した。 

 

平成３０年度 水道事業負担金 （単位：円） 

項目 30 年度   29 年度 前年度比較 

児童手当に要する経費 1,251,000 ｱ 1,882,000 △ 631,000 

簡易水道建設改良に要する経費 55,174,603   46,521,628 8,652,975 

    中木場簡易水道 
利息 

～Ｈ10 819,551 ｲ 914,703 △ 95,152 

    H14～H22 498,257 ｳ 544,132 △ 45,875 

    
元金 

～Ｈ10 2,465,154 ｴ 2,370,002 95,152 

    H14～H22 3,555,046 ｵ 3,509,171 45,875 

  油堀・長貫簡易水道 利息 H26～H28 852,500 ｶ 852,215 285 

  有明町簡易水道 利息 H20～H25 16,971,433 ｷ 17,371,475 △ 400,042 

    元金 H20～H24 30,012,662 ｸ 20,959,930 9,052,732 

合計 56,425,603    48,403,628 8,021,975 

 

児童手当 

水道課職員の児童手当 1,580,000 円 

水道料
金負担
分 

一般会計負担分 

329,000 円         1,251,000 円(ｱ) 

児童手当は、０歳から中学生までであるが、３歳未満の支給額の7/15の額を水道料金が負担する。 

 

簡易水道建設改良に要する経費 

Ｈ１０年度以前借入分 元金＋利息 

6,569,410 円 

水道料金負担分 

3,284,705 円 

(50%) 

一般会計負担分 

3,284,705 円(ｲ+ｴ) 

(50%) 

 

Ｈ１４年度以降借入分 元金＋利息 

94,359,007 円 

水道料金負担分 

42,469,109 円(45%) 

一般会計負担分(ｳ+ｵ+ｶ+ｷ+ｸ) 

一般会計負担分 

42,469,113 円(45%) 

企業債振替分 

9,420,785 円(10%) 
 



款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

４ １ ２ 環境衛生費 2,003 万 7 1,872 万 3 196～199 

【環境課】 

○市民清掃  517 万 2千円 

環境美化と保全に努めるため、旧島原地区で２回、有明地区で３回、市民清掃を実施した。 

実施月 
旧島原地区：６月、９月 

有 明 地 区：６月、８月、１２月 

草木回収量 約２３８ｔ 

 

 

○地下水等水質検査  7 万 8千円 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素による地下水汚染の状況を確認するため、４０か所の井戸水の

水質検査を実施した。水道水質基準は１０mg／ℓ以下であり、これを超えている井戸が２０か

所確認された。結果については、当該井戸使用者に通知し、継続的な検査を勧奨するともとに、

基準を超えている井戸については水道への切り替え又は浄水器の取り付けを勧奨した。 

地区名 検査か所数 基準超過か所数 

湯江 １３ ５ 

大三東 １５ １０ 

三会 ６ ３ 

杉谷 ２ ２ 

森岳 １ ０ 

霊丘 １ ０ 

白山 １ ０ 

安中 １ ０ 

計 ４０ ２０ 
 



また、湧水２１か所で水質基準に関する省令に基づく１１項目検査を実施した。 

・飲用適・・・２０か所 

・飲用不適・・・・無し 

地区名 検査か所数 飲用不適か所数 

湯江 １ ０ 

杉谷 ４ ０ 

森岳 ７ ０ 

霊丘 ７ ０ 

白山 １ ０ 

計 ２０ ０ 

１１項目：一般細菌、大腸菌、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、亜硝酸性窒素、塩化物イオン、

有機物、ｐＨ値、味、臭気、色度、濁度 

 

○公衆便所清掃業務委託  412 万 3千円 

市内４３か所の公衆トイレの清掃を定期的に行い、適正な維持管理及び環境衛生に努めた。 

 

○保健環境連合会補助金  45 万円 

ゴキブリ団子づくり、ごみ減量化事業等の事業に対し補助を行い、衛生害虫の駆除及び衛生

環境の向上に努めた。 

 

○狂犬病予防・動物保護管理経費  500 万 9千円 

学路で児童が野犬に追いかけられた、ブタやヤギが野犬に襲われた等の野犬の被害が継続し

て発生しており、その対策として、捕獲檻による野犬捕獲を行い、被害の低減に努めた。 

また、狂犬病予防のため、狂犬病予防注射の集合注射を実施するとともに、散歩時の糞処理

について、啓発チラシの配布や看板の設置を行い、マナーの向上に努めた 

 

 野犬の捕獲頭数 犬登録頭数 予防注射済頭数 

平成２６年度 189 1,872 1,109 

平成２７年度 134 1,849 1,092 

平成２８年度 121 1,698 1,019 

平成２９年度 214 1,633   953 

平成３０年度 199 1,568  936 

 

 

 

 

 



 

〇公害対策経費  78 万 5千円 

河川浄化事業  47 万 3千円 

生活排水の浄化を図るため、ＥＭ活性液を各地区公民館などで配布したほか、産業ま

つりでパネル展示や浄化に有効な資材を配布するなど啓発活動を行った。 

年間ＥＭ配布（投入）量 

各地区公民館・有明支所・漁協 約１９．２ｔ 

学校 約 １．２ｔ 

商店・民家軒先 約 ４．７ｔ 

その他 約 ４．６ｔ 

計 約２９．７ｔ 

 

河川水質検査  24 万円 

河川１２か所について、４項目の水質検査を実施し、水質を把握した。 

調査結果概要 ＢＯＤ、大腸菌群数を基に相当する類型に分類 

類型 ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ＞Ｅ 

基
準
値 

BOD(mg/l) 

大腸菌群数 

１以下 

50 以下 

２以下 

1000 以下 

３以下 

5000 以下 

５以下 

― 

８以下 

― 

１０以下 

― 

１０超 

― 

利用目的の適応
性 

ろ過等に
よる簡易
な浄水操
作のみで
飲み水と
なるもの 

沈殿ろ過
等による
通常の浄
水操作を
行って飲
み水とな
るもの 

前処理等
を伴う高
度の浄水
操作を行
って飲み
水となる
もの 

沈殿等に
よる通常
の浄水操
作を行っ
て工業用
水として
使用でき
るもの 

薬品注入
等による
高度の浄
水操作を
行って工
業用水と
して使用
できるも
の 

特殊の浄
水操作を
行って工
業用水と
して使用
できるも
の 

 

該当数 - - - １２か所 - - - 

４項目：生物的酸素要求量（BOD）、全窒素、全リン、大腸菌群数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 予算書の項 

４ １ ３ 火葬場・墓地管理経費 1,771 万 2 1,771 万 2 198～201 

【環境課】 

○火葬場管理経費   1,697 万円 

非常勤職員３名を雇用し火葬業務にあたるとともに、経年劣化により傷みが生じた耐火煉瓦

やバーナー等の補修・更新を行い、火葬場の適正な管理・運営に努めた。 

【火葬状況】                                                         （単位：件） 

 大 人 小 人 死産児 身体の一部 改葬骨 合 計 

平成２６年度 680 2 9 3 5 699 

平成２７年度 633 2 12 2 5 654 

平成２８年度 636 4 9 5 11 665 

平成２９年度 669 1 7 1 16 694 

平成３０年度 620 1 9 3 15 648 

 

島原市火葬場 しまばら斎場 

 

○所在地 上の原三丁目 6188 番の 2 

 

 

 

 

 

 



〇墓地管理経費  74 万 2千円 

敷地内の除草、不要木の除去等を行い、適切な墓地環境の保全を図った。 

 

市営墓地一覧 

番号 所在 墓地名 区画数 

１ 一野 下蓮輪墓地 １７０ 

２ 松崎 上松崎墓地 ２２１ 

３ 小原上 下平高野墓地 ２４２ 

４ 才木 馬場墓地 ３６５ 

５ 払山 下杉沢墓地 １１０ 

６ 菅 東浜墓地 ４２４ 

７ 門前 門前高野墓地 １４２ 

８ 川内 堤沢墓地 １６９ 

９ 柏野 下柏野墓地 ２１ 

１０ 二ツ石 上長葉山墓地 ２７ 

１１ 浜西 石井墓地 １５７ 

１２ 浜東 折地墓地 ３９１ 

１３ 庄司屋敷 山ノ田墓地 １１４ 

１４ 久原 寺高野墓地 １２７ 

１５ 戸切 上佐野墓地 ６０ 

１６ 庄司屋敷 庄司屋敷墓地 １２８ 

１７ 舞人堂 上舞人堂墓地 ４８ 

１８ 向ノ原 高橋墓地 １７８ 

１９ 野田 東下辻墓地 ３ 

２０ 野田 上野田墓地 ６８ 

２１ 大下町 大下墓地 １６０ 

２２ 北安徳町 寺松山墓地 ２００ 

２３ 前浜町 前浜墓地 ３０ 

２４ 宇土町 釘原墓地 ２８８ 

２５ 宇土町 宇土山墓地 ８９ 

計 ３,９３２ 

 

 

 

 



款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

4 1 4 健康対策費 5億 8,805 万 5 5 億 4,927 万 6 200～217 

【福祉課】 

 

○救急医療対策在宅当番医制業務委託（第１次救急医療対策）  540 万 6千円 

   日曜、休日、年末年始における救急患者の医療について、島原市医師会に委託し、 

市内の医療機関における外来診療を実施した。 

   実施延べ医療機関  １５９医療機関（内科、外科、小児科等） 

 

○小児の休日診療事業委託  2,226 万 5千円 

小児医療の充実を図るため、島原市医師会に委託し、長崎大学から当番医の派遣を 

受け島原病院内で小児の休日診療（土曜日１８時～日曜日１７時）を実施し、半島 

三市で経費を負担した。 

実施回数 ５３回  受診者数 １，８４３人 

  ・半島三市の負担額 

 負担額 負担割合 

島原市 1,275 万 8千円 57.3％ 

雲仙市 267 万 2千円 12.0％ 

南島原市 683 万 5千円 30.7％ 

合計 2,226 万 5千円 100％ 

※島原市が半島三市を代表して島原市医師会と委託契約を締結し、雲仙市、南島原市から 

     負担金を受け入れ、委託料として支出した。 

    ※負担割合は、平成 26年度から 28年度までの３年間の本事業の受診者数割合 

 

○長崎県病院企業団運営事業費負担金  7,540 万 2千円 

   地域の継続的かつ安定的な医療確保のため設立した長崎県病院企業団が経営する長崎県

島原病院の運営にかかる経費のうち建設改良や高度医療、救急医療の確保などに要する 

経費と長崎県病院企業団本部の運営経費について、構成団体負担要綱で定められたルール

に基づき、長崎県と半島三市で負担した。 

・長崎県と半島三市の負担額 

負担額 三市の負担割合 

長崎県 7億 9,444 万 0千円  

半

島

三

市 

島原市 7,540 万 2千円 50.9％ 

雲仙市 1,229 万 5千円 8.3％ 

南島原市 6,044 万 0千円 40.8％ 

合計 14,813 万 7千円 100％ 

    ＊三市の負担割合は、平成26年度から 28年度までの 3年間の島原病院患者数割合 

 



○病院群輪番制病院運営事業費負担金（第２次救急医療対策）  521 万 5千円 

   入院治療を必要とする重症救急患者の医療について、輪番制方式により初期救急医療 

施設からの転送患者の受け入れを行う島原半島内の病院群病院に対し、半島三市で運営に

かかる経費の一部を補助した。 

実施医療機関 所在地 当番延べ日数（日） 

柴田長庚堂病院 島原市 １１２ 

泉川病院 南島原市    １１０ 

愛野記念病院 雲仙市    ２１３ 

公立新小浜病院 雲仙市    １１４ 

哲翁病院 南島原市    １１１ 

   ※長崎県島原病院の当番延べ日数２１６日は補助対象外 

 

○歯科休日診療当番医制補助金  28 万 5千円 

   日曜、休日、年末年始における急な口腔疾患患者に対して、島原南高歯科医師会が実施

する輪番制による休日診療に要する経費の一部を島原市内の診療所の当番日数に応じて 

補助した。 

   実施延べ診療所（市内） ５７診療所 

 

○看護学校就学資金出資金  300 万円 

島原市医師会看護学校が設置する就学金基金に出資し、就学を支援することで、少子 

高齢化に対応した看護師確保と地元定着に努めた。 

これまでに貸与者のうち卒業生１４名が市内に就業している。 

 

○島原地域小児医療研究室寄附金  511 万円 

長崎大学が長崎県島原病院を研究拠点として開設する「島原地域小児医療研究室」に  

長崎県と半島三市が寄附を行うことにより、長崎県島原病院の小児科診療の再開と小児 

医療の充実を図った。 

・小児科患者数 （外来）延べ６，７０７人 （入院）延べ１，３８１人 

・長崎県と半島三市の負担額 

負担額 三市の負担割合 

長崎県 1,000 万円  

半

島

三

市 

島原市 511 万円 51.1％ 

雲仙市 94 万円 9.4％ 

南島原市 395 万円 39.5％ 

合計 1,000 万円 100％ 

     ＊三市の負担割合は、平成 26～28 年度の本事業における島原病院小児科患者数割合 

 

 



【保険健康課】 

○健康対策一般  402 万 5千円 

・健康づくり推進員 

市の健康増進計画「健康しまばら２１」を市民との協働により推進・実践するため、 

「島原市健康づくり推進員」を委嘱し研修会を実施するとともに、推進員による地区活動 

や特定健康診査の個別訪問による受診勧奨を行った。 

   島原市健康づくり推進員数：６８人（H31.3 月末現在） 

 

活 動 内 容 
実施回数 

または期間 

参加者数（延） 

または訪問件数 

健康づくり推進員研修会 ５回    ２２０人 

地区活動（調理実習、ラジオ体操、スクエアステップなど） ８回    ３９８人 

特定健診受診勧奨の訪問 ５～７月  ３，３６９件 

 

 

【健康づくり推進員委嘱状交付式】    【地区活動（市民体育祭にて）】 

 

・健康づくり推進協議会 

島原市が行う健康づくりの推進に関し、関係機関相互の総合的な調整を図るため、１２団体 

１９人に委員を委嘱し、市の健康づくりの取り組み状況や健康課題等について協議を行った。 

平成３０年度は、健康増進計画「健康しまばら２１（第２次）」（平成２６年度～平成３５年度）

の中間評価、見直しを行うため、２回開催した。 

 

開催日 ：①平成３０年７月２３日 

②平成３０年１１月２２日 

協議内容：①平成２９年度各事業実績報告、平成３０年度各事業実施計画、 

健康増進計画「健康しまばら２１（第２次）」中間評価、見直しの方針 

②健康増進計画「健康しまばら２１（第２次）」中間評価、見直しの素案の審議 

 

・健康管理システム機器更新 

 健康対策データを管理する電算システムの機器更新を行った。 

サーバー機器 1台、クライアント機器 6台 

 

○予防接種事業  1 億 3,031 万 9千円 

 伝染のおそれのある疾病を予防するため、各種予防接種を実施した。 

また、平成３０年度からロタウイルスワクチン接種費用の一部助成を開始した（県内初）。 



【定期予防接種】 

予防接種の名称 対象者 
被接種者数
（延人数） 

接種率 
（％） 

四種混合（ジフテリア・破傷

風・百日咳・不活化ポリオ） 

生後３月から生後９０月に至るま

での間にある者 
１，３２２ ６６．６ 

不活化ポリオ 
生後３月から生後９０月に至るま

での間にある者 
６ １０．３ 

三種混合（ジフテリア・破傷

風・百日咳）※四種混合へ移行 

生後３月から生後９０月に至るま

での間にある者 
０ ０ 

二種混合（ジフテリア・破傷風） 満１１歳以上１３歳未満の者 ３１９ ４０．１ 

麻しん風しん混合第１期 
生後１２月から生後２４月に至る

までの間にある者 
３６６ ７８．７ 

麻しん風しん混合第２期 

５歳以上７歳未満の者で、小学校就

学の始期に達する日の１年前の日

から当該始期に達する日の前日ま

での間にある者 

３５７ ９２．７ 

日本脳炎第１期 
生後６月から生後９０月に至るま

での間にある者（特例者を含む） 
１，２８６ ２８．４ 

日本脳炎第２期 
９歳以上１３歳未満の者 

（特例者を含む） 
４５４ １５．２ 

ＢＣＧ 生後１歳に至るまでの間にある者 ３２４ ８７．３ 

ヒブ 
生後２月から生後６０月に至るま

での間にある者 
１，３０７ ７３．８ 

小児の肺炎球菌 
生後２月から生後６０月に至るま

での間にある者 
１，３２２ ８４．３ 

子宮頸がん予防 

１２歳となる日の属する年度の初日

から１６歳となる日の属する年度の

末日までにある女子 
※国の勧告を受け、積極的勧奨を差し控え中 

３ ０．１ 

水痘 
生後１２月から生後３６月に至る

までの間にある者 
６７１ ５９．５ 

Ｂ型肝炎 
生後１歳に至るまでの間にある者 
※H28 年 10月から定期予防接種化 

９４０ ８２．８ 

インフルエンザ(高齢者) 

満６５歳以上（６０歳以上６５歳未

満で厚生労働省令により定められ

た特定疾病を持つ者を含む） 

９，１５３ ５８．３ 

高齢者肺炎球菌 

・６５歳、７０歳、７５歳、８０歳、 

８５歳、９０歳、９５歳、１００歳

になる者 

・６０歳以上６５歳未満で厚生労働

省令により定められた特定疾病を

持つ者 

８２８ ２４．９ 



【任意予防接種】 

予防接種の名称 対象者 
被接種者数
（延人数） 

接種率
（％） 

インフルエンザ(小児) 生後６月から小学６年生の小児 ４，０７９ ４３．３ 

ロタウイルスワクチン 
１価：生後６週～２４週未満の乳児 

５価：生後６週～３２週未満の乳児 
４４９ ※５９．６ 

※Ｈ３０年度新規対象者に対する接種率 

○健康増進事業  1,463 万 2千円 

生活習慣病予防のために食事や運動について知識の普及を図り、自主的に健康づくりに    

取り組めるよう、「健康教育」「健康相談」「訪問指導」を実施し、健康保持・増進を図った。 

・健康手帳の交付  １，３０７人（４０歳以上） 

・健康カレンダー作成・配布 １万部（２万部のうち、国保特会の疾病対策費と折半） 

 

        

【さくらウォーキング】              【運動教室】 

 

○人間ドック等事業  1,876 万 8千円 

生活習慣病を始めとする病気や異常の早期発見と健康状態のチェックを行うため、人間ドッ

ク及び脳ドック健診を実施した。 

 

 

 区  分 開催回数（回）  参加者数（延） 

健康教育 

生活習慣病予防教室 ４ １３２ 

運動教室 ７ １６８ 

栄養教室 ２ ４９ 

ウォーキング自主活動支援 ２９ ６４３ 

室内運動自主活動支援 １０ １１３ 

“芝生で”いきいきワンデー １ １２３ 

健康相談 

定例健康相談（40歳～64 歳） ６ ６ 

成人歯科相談（40歳～64 歳） １５ ４３ 

骨粗鬆症予防栄養相談 １３ ２５３ 

訪問指導 40 歳～64歳の訪問者数 １７ 



種  類 対象者 実施方法 受診者数（人） 

人間ドック ４０歳以上 (市内医療機関)半日コース 

       １日コース 

(市外医療機関)日帰り 

１泊２日 

３６ 

１６５ 

２６１ 

２５ 

脳ドック ４０歳以上 市内医療機関 ３０２ 

 

○鍼灸・あん摩等施術費助成事業  665 万 1千円 

はり、きゅう及びあん摩等による施術に要する費用の一部（５００円）を助成することで、

継続的な施術が必要な方の経済的負担を軽減し、市民の健康保持及び増進を図った。 

・ 助成件数 

はり、きゅう及びあん摩等施術費助成   延   ９，７６２件 

あん摩等施術費助成           延   ３，３１３件 

 

・ 助成額 

はり、きゅう及びあん摩等施術費助成   ４，８８１，０００円 

あん摩等施術費助成           １，６５６，５００円 

 

・ 利用券交付者数 

 はり、きゅう及びあん摩等利用券          ９６３人 

あん摩等利用券                  ２５７人 

 

○検診事業  8,480 万 6千円 

がん予防対策として、がんの早期発見、早期治療を目指し、各種がん検

診を実施した。 

子宮がん・乳がん検診については、特定の年齢の人に検診料が無料とな

るクーポン券及び検診手帳を送付し、受診を促進した。 

また、特定健康診査と同時に前立腺腫瘍マーカー（PSA）検査及び肝炎ウ

イルス検査を４０歳以上の希望者に実施した。 

併せて、生活習慣病の早期発見及び予防対策として、４０歳以上の生活保護受給者を対象と

した健康診査を実施し生活習慣病の予防に努めた。 

 

種  類 対 象 者 実施期間・日数 受診者数（人） 

子宮がん検診 
２０歳以上の女性  

クーポン対象：20 歳到達者 

(個別)4 月～3月 ２，６９８ 

(集団)15 日間 ８９６ 

乳がん検診 （個別）３０歳以上の女性 (個別)4 月～3月 １，８２４ 



（集団）４０歳以上の女性 

クーポン対象：40 歳到達者 
(集団)15 日間 １，０４８ 

大腸がん検診 ４０歳以上 (個別)6 月～3月 ２，５７７ 

胃がん検診 ４０歳以上 
(個別)5月～3月 １，１３５ 

(集団)21 日間  ４３９ 

肺がん検診 ４０歳以上 (集団)37 日間 ３，２０５ 

骨粗しょう症検診 
４０歳～７０歳までの５歳刻み

の年齢の女性 
(集団)11 日間 ２５３ 

肝炎ウイルス検査 
４０歳以上 

（平成１４年度以降未受診者） 

特定健康診査と

同時実施 
３６３ 

前立腺腫瘍ﾏｰｶｰ検査 

（PSA 検査） 
４０歳以上 

特定健康診査と

同時実施 
２，５７８ 

健康診査 ４０歳以上の生活保護受給者 

(個別)6 月～2月 ８０ 

(集団)31 日間 ８ 

 

○地域支援事業  515 万円 

一般介護予防事業として、６５歳以上の市民を対象に健康教育、健康相談を実施し、介護予

防の知識の普及・啓発及び健康の保持・増進を図った。 

事業名 事業内容 回数（回） 参加者数（延） 

健康教育 

転倒予防教室（自主グループ活動支援） １１５ １，０７１ 

認知症予防教室（自主グループ活動支援） ８ ８９ 

健康教育講座 

（高齢者学級に市内医師会の医師を派遣） 
５ １６６ 

出前講座 

（他団体からの依頼による健康教育） 
４ ８５ 

元気かいへ講師等派遣 １０ １６０ 

健康相談 

健康相談 ２８ ３８ 

あかね会（一人暮らし高齢者会食） １５ ４１５ 

成人歯科相談 １６ ８８ 

高齢者ふれあいサロンへの講師等派遣 １０４ １，６００ 

 うつ・閉じこもり予防事業として７５歳の介護保険の認定を受けていない人５６２人に基本

チェックリストを実施し、健康状態や生活状況の把握を行い、必要に応じて教室参加勧奨や個

別支援を行った。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

         【転倒予防教室】          【認知症予防教室】 

 

○健康増進計画中間評価事業  120 万 8千円 

 健康増進計画「健康しまばら２１（第２次）」（平成２６年度～平成３５年度）の中間評価、

見直しを行った。 

 ・１５歳から８４歳の市民を対象にアンケートを実施 

 ・担当者会議を３回、健康づくり推進協議会を２回開催した。 

                 

    【計画書 300 冊作成】        【概要版 17,400 部作成】 

 

○食育推進事業  91 万 1千円 

平成２６年度策定の「第２次島原市食育推進計画」に基づき、生活習慣病の発症予防や食育

の推進に関する料理教室やイベント活動を通じて、市民の食生活改善に取り組んだ。 

   

（島原市食生活改善推進員協議会） 

 ・市民の食生活改善への意識を向上させることを目的として、市民や団体への親子料理教室 

や生活習慣病予防のための料理講習会等を開催した。 

 

会員数         １０７人（H31.3 月末現在） 

活動回数        ２７８回 

参加者数（延）   ７，０５２人 

【男性料理教室】 

 （食生活改善推進員の育成支援）           

  ・食生活改善推進員の活動支援及び資質向上を目的に講座を開催した。 

 

  



    回数          １２回 

    参加者数（延）    ６２３人 

  

（食生活改善推進員の養成） 

  ・食生活改善推進員を増やし活動を充実させるため、市民から公募し講座を開催した。 

    回数           ５回 

    受講者数（延）     ４５人 

  

（食育推進事業） 

  ・第２次島原市食育推進計画を推進するために食育イベント（しまばら食育フェスタ）を開

催した。また、広報しまばらへ毎月レシピとコラムを掲載し、市民への食育の啓発を行っ

た。 

    食育イベントの開催  １回（６月１９日食育の日） 

    参加者数       １１０人 

 

 

                              【しまばら食育フェスタ】 

 

○歯科保健事業  206 万 7千円 

乳幼児から高齢期までの各歯科健康診査、歯科相談、フッ素塗布事業等を実施し、歯・口腔

の健康づくり、むし歯・歯周病予防対策の向上・推進を図った。 

また、保育園・認定こども園・幼稚園において、フッ化物洗口を導入し、家庭などの環境に

関わらず、平等なむし歯予防を行える環境を整えることで、こどものむし歯予防に取り組んだ。 

 

（１歳児親子歯科健診） 

１歳児の歯及び口腔内の疾病の早期発見、保護者へのむし歯予防・歯の健康管理の 

意識づけを行った。 

  ・回数                   １２回 

  ・１歳児受診者数              ３０９人 

  ・保護者受診者数              ２９５人 

 

（フッ素塗布事業） 

   幼児のむし歯予防の強化、保護者へのむし歯予防・歯の健康管理の意識づけを行った。 

    ・対象者        １歳児～３歳６か月児 

    ・回数                      ６６回 

    ・塗布者数（延）            １，９１１人 

 

 



  （フッ化物洗口推進事業） 

    保育園・認定こども園・幼稚園による集団でのフッ化物洗口を推進し、むし歯予防の

強化を図った。 

    ・対象者  市内保育園・認定こども園・幼稚園に通う園児 

    ・実施数  保育園１９か所/２３か所、 

認定こども園・幼稚園５か園/６か園（幼稚園１園休園中） 

          ※実施園２４か所中２０か所が県補助 1/3 の対象 

 

（お口の健康まつり） 

歯科保健に関する情報を提供し、共に学ぶことで「長崎県歯・口腔の健康づくり推進 

条例」に沿った歯科保健の推進を図った。 

     

・開 催 日：平成３０年６月１０日 

・場  所：島原市保健センター 

・参加者数：３０７人 

・内  容：歯科健診、歯科相談、ブラッシング指導、    

フッ素塗布、フッ素洗口、 

歯に良いおやつの展示・実演等 

 

○健康しまばら福祉まつり事業  52 万 7千円 

子どもからお年寄りまで市民総参加のもと、健康や福祉に対する意識の向上を図ることを 

目的に、「健康しまばら福祉まつり」を開催し、多くの方に健康・福祉の意識啓発を行った。 

 

  ・日  時：平成３０年１１月２５日 

  ・会  場：島原復興アリーナ サブアリーナ 

  ・参加団体：３０団体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○母子保健事業  3,961 万 8千円 

妊婦が安心して出産を迎えられるように、母子健康手帳の交付、妊婦一般健康診査、妊婦相 

談、両親学級を実施した。 

また、乳幼児の疾病の早期発見及び健康の保持増進を目的に乳幼児健康診査を実施するとと 

もに、子どもの発達や子育て等について保護者が気軽に相談できるよう、乳幼児相談や離乳食

教室等、各種健康相談や健康教育、訪問指導を実施した。           

  

（母子健康手帳）                             

年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

交付数（冊） ４０８ ４００ ３７３ ３２３ ３３２   

                                     

 

（健康相談） 

事業内容 実施回数（回） 参加者数（延） 

妊婦相談 随時 ３２８ 

乳幼児相談 ３５ ３７３ 

離乳食教室 １２ １４３ 

個別相談（児相・言語・心理） ４１ ６７ 

 

（健康教室） 

事業内容 実施回数（回） 参加者数（延） 

両親学級 １１ ４０ 

食物アレルギー教室 ３ １２ 

わかばの会 １ ０ 

小児生活習慣病予防教室 １ ３１ 

お遊び教室 １８ ６１ 

就学前の準備教室 ８ ６３ 

幼児の行動観察についての研修会 ４ １６ 

 

（乳幼児健康診査） 

事業内容 実施回数（回） 受診者数（人） 

４か月児健康診査 １２ ３０４ 

１歳６か月児健康診査 １５ ３４３ 

３歳児健康診査 １５ ３８５ 

５歳児健康診査 ２０ ３７５ 

 

 

 

 



（妊婦・乳児一般健康診査、新生児聴覚検査） 

事業内容 受診者数(延) 

妊婦一般健康診査 ３，９９３ 

乳児一般健康診査 ３４７ 

新生児聴覚検査（初回＋確認検査） ３００ 

 

（訪問指導） 

対象者 訪問者数（延） 

妊婦・産婦 １２５ 

新生児 ４６ 

未熟児 ６ 

乳児（新生児・未熟児以外） ７３ 

幼児 ３ 

障害児 ４ 

 

○いきいき健康ポイント事業  82 万 9千円 

健康づくりに自ら取り組む意識を促すことで健康づくりの習慣化を図り、生活習慣病を予防

することを目的に「いきいき健康ポイント事業」を実施した。  

２０歳以上の市民を対象として、特定健診やがん検診等の受診、健康づくりに関する取り組 

み、健康教室等への参加などで、健康ポイントを５０ポイント以上ためた方に参加賞を進呈し、

抽選で島原市特産品を贈呈した。 

                             

ポイントカード配布数 １，６５０ 

ポイントカード提出者数 ８５６ 

当選者数  市長賞 

      １等 

      ２等 

      ３等 

３ 

３ 

７ 

６０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○特定不妊治療費助成事業  159 万 1千円 

 不妊治療を受ける夫婦の経済的負担の軽減を図ることを目的に特定不妊治療費の助成を 

行った。 

 【対象となる治療】  

平成２７年４月以降に受けた体外受精、顕微授精。 

 【助成額】  

長崎県特定不妊治療費助成事業への上乗せ助成で 

あり、特定不妊治療費から県助成金を差し引いた 

額で１回当たり、５万円を上限とする。 

 【実 績】 実１８件（延３２件）  

助成額 １５８万８千円 

 

○産後ケア事業  294 万 2千円 

 退院後の母子に対して、心身のケアや育児サポート等を行った（新規事業）。 

 【対象者】 

   産後４か月未満の母子のうち、家族から十分な育児の援助を受けられない者で、産後に

心身の不調又は育児不安等がある者等。 

【実績】 

 利用形態 利用者数（実） 

宿泊型 母子利用 ８ 

母のみ利用 ４ 

デイサービス型 半日 １ 

アウトリーチ（訪問）型  １０ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

４ ２ ２ 塵芥処理費 9億 671 万 4 9 億 537 万 8 216～221 

【環境課】 

○ごみ収集  1 億 8,574 万 3千円 

・塵芥車 13台と貨物車 6台及び軽貨物車 1台の計 20台により収集運搬を行った。 

・可燃物は週２回、資源・不燃物は月２回の定期収集を行い、東部リレーセンターと島原リサ

イクルプラントに搬入し、適正に処理した。 

・容器包装リサイクル法による分別収集を実施した。 

・振替休日、祝日の翌日（前日）に年 11回の特別収集を実施した。 

■ごみ量の推移                              （単位：ﾄﾝ） 

年 度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

1.可燃ごみ 17,129 17,047 16,749 16,564 16,791 

（家庭系） (10,869) (10,794) (10,350) (10,130) (10,185) 

（事業系） (6,260) (6,253) (6,399) (6,434) (6,606) 

2.不燃ごみ 1,997 2,053 1,972 1,890 1,794 

① 市収集分 1,650 1,689 1,586 1,494 1,356 

（びん） (429) (434) (417) (402) (380) 

 （カン） (165) (150) (151) (145) (143) 

 （PET ボトル） (141) (146) (155) (157) (150) 

 （プラ容器） (221) (225) (226) (219) (204) 

 （紙容器） (38) (38) (31) (15) (11) 

 （その他） (645) (686) (598) (549) (460) 

 （蛍光管・乾電池） (11) (10) (8) (7) (8) 

② 自己搬入分 347 364 386 396 438 

3.牛乳パック 8 6 3 3 3 

4.古紙類 383 392 417 351 326 

 

○ごみ再資源化推進報奨金   213 万 8千円 

  子供会、町内会等の資源回収活動に対し、報奨金（古紙・くず鉄 5円/㎏）を交付し、重量

計算で 428 トンを再資源化した。 

■回収量の推移                             （単位：ﾄﾝ） 

種   類 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

新聞・雑誌等、段ボール、布 546 477 439 410 413 

くず鉄 18 20 15 16 15 

ビン 84 81    

総   量 648 578 454 426 428 

 

 



○拠点回収事業   56 万 7千円 

  市内各公民館等 9 か所で「新聞、チラシ、雑誌、段ボール、蛍光管」の回収を婦人会等の

協力団体を通じて月１回実施し、重量計算で 135トンを再資源化した。 

■回収量の推移                            （単位：ﾄﾝ） 

年 度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

回収量 175 165 159 153 135 

○ごみ袋作製費   1,885 万 9千円 

  指定ごみ袋（1・2・3号）を 232 万枚作製した。 

  ・1号容器 110 万枚   ・2号容器  110 万枚   ・3号容器  12 万枚 

 

 

 

 

 

 

 

○ごみ袋販売業務委託料   888 万 8千円 

  ごみ袋の販売業務を島原商工会議所と有明町商工会に委託した。 

   ・島原商工会議所  1,880,900 枚×4円＝7,523,600 円 

   ・有明町商工会    341,100 枚×4円＝1,364,400 円 

○資源回収業者補助金  112 万円 

ごみ減量化と再資源化を図るため、資源回収業者に対し、重量に応じた補助金を交付した。 

  ・古紙・繊維類、くず鉄・空きかん類  1 ㎏につき ２円 

○分別基準適合物処理費  2,087 万 7千円 

容器包装リサイクル法に基づき、分別された資源物を再商品化するための中間処理業務を

委託した。 

■処理量の推移                           （単位：ﾄﾝ） 

年 度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

ＰＥＴボトル 141 146 155 157 166 

プラ製容器包装 221 225 226 219 224 

紙製容器包装 38 38 31 15 15 

 

 

 

 

 

 

 

         

  
プラ製容器包装 ＰＥＴボトル 



○可燃物処理費   6 億 819 万 5千円 

  可燃物は、諫早市、雲仙市、南島原市と本市で構成する一部事務組合「県央県南広域環境

組合」で処理しており、構成市として財政負担を行った。（処理量 1万 6,791 トン） 

■負担金内訳                              （単位：千円） 

構成市 建設費 運営費 運転費 
交付税算入額

調  整  分 
負担金 

島 原 市 293,534 81,060 224,065 9,536 608,195 

諫 早 市 839,303 203,855 525,662 △24,026 1,544,794 

雲 仙 市 354,689 79,290 195,059 12,032 641,070 

南 島 原 市 112,474 35,795 55,214 2,458 205,941 

合  計 1,600,000 400,000 1,000,000 0 3,000,000 

 

○不燃物処理費  5,899 万 1千円 

  不燃物は、雲仙市、南島原市と本市で構成する一部事務組合「島原地域広域市町村圏組合」

で処理しており、構成市として財政負担を行った。（処理量 1,544 トン） 

■負担金内訳                              （単位：千円） 

構成市 

負担金（100％） 

合 計 
所在地割（40％） 

所在地割以外（60％） 

平等割（2割） 人口割（8割） 

島 原 市 33,890 5,057 20,044 58,991 

雲 仙 市 0 55 92 147 

南 島 原 市 0 5,057 20,531 25,588 

合  計 33,890 10,169 40,667 84,726 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



款 項 目 目名 予算額（千円） 決算額（千円） 決算書の頁 

４ ２ ３ し尿処理費 1億 4,838 万 2  1 億 3,091 万 9 220～223 

【環境課】 

○ごみ収集前浜クリーン館運転管理業務委託  3,577 万円 

前浜クリーン館に搬入されたし尿等を適正に処理するための運転管理業務を委託した。 

【委託業務の内容】 

搬入受付、機械装置の運転操作及び監視、注油管理と機械器具の点検保守、消耗品の 

取替え及び補給、施設管理のための水質分析、館内の清掃・重油・薬品・消耗品等の在 

庫管理、施設管理に伴う記録、前浜クリーン館で生産した肥料「しまばらん恵」の配布 

受付及び引渡し業務。 

 

■搬入量       （単位：㎥） 

年 度 29 年度 30 年度 

1.し尿 34,346.29 33,463.18 

2.浄化槽汚泥 18,987.72 19,686.26 

3.コミプラ汚泥 193.54 208.03 

合計 53,527.55 53,357.47 

 

前浜クリーン館 

 

■肥料生産及び配布数  （15㎏/袋） 

年 度 29 年度 30 年度 

1.生産数 16,679 袋 16,077 袋 

250,185 ㎏ 241,155 ㎏ 

2.販売及び配布数 

16,471 袋 
（330） 

4,893 袋 

247,065 ㎏ 
（4,950） 

73,395 ㎏ 

※29 年度は無料配布 

※（ ）はうち無料配布数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
しまばらん恵 

 


